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Roubini ThoughtLabについて

Roubini ThoughtLabは、ニューヨーク	
を拠点とする調査会社であり、企業、	
金融機関、政府の主導者による革新	
的な変化への対処を支援するため	
に、経営の思考方法や証左に基づ	
いた分析を提供しています。Roubini  
ThoughtLabのクライアントには世界の	
大手コンサルティング会社、金融機関、	
テクノロジー企業、非営利組織が名	
を連ねています。Roubini ThoughtLab
は、先進的なモデリングツール、徹底
した定性調査、示唆に富んだ専門家
の意見を活用することにより、業界、
経済、技術トレンドおよびその世界へ
の影響に関する行動可能な洞察を提
供しています。 

 Roubini ThoughtLabは、大手経済コン	
サルティング会社であるEconsult 
Solutions Inc.と合弁事業を設立してい
ます。100名を超えるエコノミスト、業
界アナリスト、および都市専門家で構
成されたグローバルチームにアクセ	
スできる弊社は、世界中のエグゼク	
ティブ、消費者、政策立案者にアンケー	
トやインタビューを実施することに	
よって、マクロからミクロまで経済を分
析します。弊社は、世界ランキングや
ベンチマーキングツールから、費用対
効果や経済的な影響を測定するモデ
ルにいたるまで、多彩かつ特別な形
式で分析を提供します。 

 

Visaについて 

Visa Inc.（NYSE:V）は、世界的な決済テ	
クノロジー企業であり、200を超える国	
と地域の消費者、企業、金融機関、お	
よび政府による、迅速、安全そして信	
頼性の高い電子決済の利用を可能に	
します。弊社は、世界で最も高度な	
決済ネットワークの1つであるVisaNet 
を運営しています。このネットワーク
は、1秒間に65,000件以上の取引メッ	
セージの処理が可能であり、消費	
者を不正取引から保護し、マーチャン	
トに支払いを保証します。Visaは	
銀行ではないため、消費者に対し	
てカードを発行したり、与信を提供	
したり、金利や手数料を設定してい	
ません。しかし、弊社の金融機関顧	
客は、Visaのイノベーションを活用し
て、デビットですぐに支払う、プリペ	
イドで事前に支払う、あるいはクレ	
ジット商品で後で支払うといった多く
の選択肢を消費者に与えることがで
きます。詳細は、https://usa.visa.com/ 
および @VisaNewsをご覧ください。 

この調査は、2015年に設立されたVisa
のグローバル公共政策グループが委
託しました。同グループの使命は、	
ソートリーダーシップを通して世界で
行われる公共政策の対話を周知させ
ることです。 

本調査はデジタル決済の利用に関連する恩恵を数値化しています。その際、各種の決済手段のコストと利点を評価しました。本レポートは80か国の100都市を対象にして
います。本調査の対象となった100都市における純便益の数値は、世界を代表する6つのサンプル都市から収集した主要なアンケートデータ（詳細は技術資料を参照）と、
世界銀行、経済開発協力機構（OECD）、国際公共交通連合（Union Internationale des Transports Publics、UITP）、マッキンゼー・アンド・カンパニーなどの信頼される組織から
入手した二次的なデータに基づいて推定したものです。別途記載のない限り、本レポートに記載される数字は米ドル建てであり、通常100都市の平均です。デジタル決済
のいくつかの恩恵（利便性の向上、個人に合わせたサービス、経費のトラッキングの改善、効率的な在庫管理など）や、現金決済のコスト（健康および環境への影響など）
は数値化が困難であるため、本調査の対象とはしていません。コストと利益に関する注記の詳細は、技術資料を参照してください。したがって、本書に記載されるデジタ
ル決済の純便益の数値は保守的な推定です。本レポートは、3つの主要ステークホルダーのセグメント（消費者、企業、政府）の純便益の推定値を提供しますが、これらの
セグメント内には区別がありません。そのため、企業のタイプ、消費者、政府レベルの違いによる利益の内訳はありません。具体的には、政府の利益の推定値は都市レベ
ルのデータに基づいています。ただし、各国において、これらの利益を分配する方法は、様 な々政府レベル間の財政合意によって決定されます。また、決済サービスプロバ
イダーとして、金融機関は利益を受けながらも、異なる形態の決済方法をサポートすることに関連する多大なコストも発生します。金融機関のコストと利益に関するデータ
は業務上重要なデータであり、簡単に取得できないため、この研究では考慮していません。二次的な影響（GDP、雇用、賃金、生産性）については、2017年-2032年の15年
間の期間の推定値を記載しています。別途記載のない限り、推定値は予想対象の15年間の平均年間成長率に基づいています。これらの推定値は、15年間の予測を提供
するNational Institute Global Econometric Model（NiGEM）を使用して算出しています。本レポートは、「物理的マネー」および「デジタル決済」に言及しています。本レポー
トにおいて「物理的マネー」とは現金、小切手、マネーオーダーを含み、「デジタル決済」とはデビットカード、クレジットカード、プリペイドカードおよび/またはストアードバ	
リュー（価値貯蔵）カード、オンライン/モバイルによる電子的な請求書の支払、モバイルマネー/eウォレット取引、銀行の電信送金を含みます。別の情報源にリンクしていな
いデータに言及している場合、それはいずれもこの研究から直接得られた結果です。方法論についての詳細は、技術資料を参照してください。 
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概説
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国の人口と経済生産の大きな部分が都市に集中してい
るため、都市には経済成長をさらに高め、数十億人の	
人 の々生活の質を改善する莫大な機会があります。

こうした機会を認識し、世界で複数の都市はスマートシ
ティ構想を掲げ、住民の生活を向上させるために、多様
なデジタルテクノロジーを活用しています。スマートシ	
ティ構想とそれを支援する政策は、経済成長の推進、安全
性の向上、企業誘致、国民へのサービスの改善を目指
す政府にとっての重要な進路となる可能性があります。
デジタル決済テクノロジーはスマートシティの実現に欠
かせない存在であり、消費者、企業、経済に大きな恩恵
をもたらす可能性があります。デジタル決済は目的を達
成する手段であるため、デジタル決済がもたらす利益の
規模は広く理解されておらず、研究もされていません。 

本研究は、デジタル決済の採用に関連する純便益を初	
めて検討し、それを都市レベルで行うという点で、際	
立っています。本研究は、80か国100都市をデジタル成熟	
度により分類し、これらの都市を「達成可能なキャッシュ
レスシナリオ」に組み込んで評価しています。このシナ	
リオの定義は、「現在のその都市のユーザーの上位10%
と同じデジタル決済の利用に全人口が移行する」こと	
です。研究結果は、デジタル決済の普及拡大に対する	
有力なサポートを提示しています。 

本研究は、調査対象の100都市でデジタル決済が加速
すれば、全体として年間4,700億米ドルの純便益を直接
もたらす可能性があると推定しています。こうした純便
益は、平均して、都市の現在のGDPの3%強に相当しま
す。デジタル決済が後押しする経済活動の活性化によ
り、雇用の増加、賃金の上昇、労働者の生産性の向上も
見込まれます。本研究は、調査対象の100都市全体でデ
ジタル決済の利用が増加すると、平均して、その都市の
GDPは19ベーシスポイント増加し、年間45,000人の新規
雇用を生み出す一方、労働者の生産性および賃金はそ
れぞれ1都市当たり年間14～16ベーシスポイント増加す
る可能性があることも明らかにしています。GDP成長率
で考えると、100都市で年間経済成長率が19ベーシスポ
イント増加すると、今後15年間で合計12兆ドル近くの経
済活動が増加することになります。これは中国の2016年
のGDPを超える規模です。

本研究で行った分析の主な結果は以下の通りです。

•	  調査対象の100都市の消費者は現在、年間平均
32時間（一週間のフルタイム勤務に近い時間）を
現金関連の決済に費やしています。デジタル決
済の普及拡大により、この時間は年間24時間に
減少し、調査対象100都市の消費者は年間平均	
1億2,600万ドル超を節約できると推定されてい	
ます。現金に関連する犯罪の減少など、デジタル

都市は世界の人口と経済活動の大部
分を占めています。現在、世界の人口の
半分以上は都市に居住しています1。	
2050年までに、この比率は3分の2に拡
大すると予想されています2。現在、世
界の経済活動の80%以上が都市で営ま
れ、将来の経済成長の大部分は都市が
担うと予測されています3。



デジタル移行中  現金中心 デジタル成熟過程 デジタル先進1 2 3 4 5デジタルリーダー
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フランクフルト
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ウィーン

プラハ

ブダペスト

ブラチスラバ
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決済のその他の恩恵を考慮すると、この節減額
は一都市当たり2億7,800万ドルに増加します	
（年間大人一人当たり約67ドル）。

•	  現金および小切手を受け入れる企業には、1ドル
につき約7セントのコストがかかりますが、デジタ
ル決済で回収する1ドルにかかるコストは5セント
です。額節減に加え、デジタル決済の利用による
売上高の増加を考慮すると、キャッシュレス取引
の達成可能レベルに移行した後、全100都市の企
業が受ける純便益は年間3,120億ドル超になる可
能性があると弊社の研究は推定しています。 

•	  デジタル決済の利用を拡大することにより政府が
節約できる事務関連の直接費用は、年間平均	
7億1,000万ドルです。また、現金に関連する犯罪の
減少により、さらに年間5,300万ドルを節減できる
可能性があります。一方で、デジタル決済の普及
による税収の増加は、年間平均5億3,400万ドルに
なると推定されます。

•	  図表1に示すように、現金からデジタル決済に移
行することで、デジタル決済の成熟においてあら
ゆる段階にある都市が恩恵を受ける可能性があ
ります。 

本研究ではまず、Roubini ThoughtLabの研究者がデジタ
ル決済の成熟度で異なる5つの段階にある6都市の消費
者および企業を調査しました4。次に、世界銀行、OECD、
その他の二次的な情報源から入手した補完データを使
用し、調査結果を残りの94都市に適用しました（2-3 
ページを参照）。調査対象の100都市は80か国にわたりま
す。本調査に記載される都市が直接受ける純便益は、	
達成可能なキャッシュレスシナリオにおけるこの100都市
の分析に基づいています。次に、National Institute Global 
Econometric Model（NiGEM）を使用し、二次的な経済効果	
を判断しました。

最後に、本研究は、都市のデジタル決済への移行を妨
げる高い障壁がいくつかあることを特定しました。これ
に対して、こうした高い障壁を克服することを目指す政
策立案者、消費者、業界の参加企業に役立てていただ
けるように、アクション・ロードマップを作成しました。こ
こで示す行動は、ステークホルダーに検討していただく
ためのガイドラインとして提案されています。 

図表 1:成熟度のそれぞれのカ
テゴリーの都市は、デジタル決
済の普及拡大から恩恵を受け
る立場にあります。 
出典:Roubini ThoughtLabの	
モデルおよび分析
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決済業界のステークホルダーが100都市全体で毎年直接受ける可能性がある純便益

達成可能な
キャッシュレス

現在の
平均利用

280
億ドル

消費者の純便益

19
年間平均増加

（ベーシスポイント）
15年間で雇用を下支え

GDP

500万人
基本予想

CAGRの増加
基本予想

CAGRの増加

雇用

0.14%
生産性

0.16%
賃金

3120
億ドル

企業の純便益

1300
億ドル

政府の純便益

都市が達成可能なキャッシュレスに移行すると様々な利益がある

今後15年間（2017年-2032年）に100都市が達成可能な
キャッシュレスレベルに移行した場合の経済的影響

12
億ドル

経済活
動全体の
活発化

より効率的な行政手続による節約
非公式経済を捕捉することによる税収の増加
企業の売上増に伴う税収の増加
犯罪の減少による刑事司法費用の節減
有料道路や交通機関のコスト削減
市民のニーズに関するデータの改善
現金管理費用の減少
市民の生活の質を向上させるスマートシティ

銀行取引、交通、小売取引における時間の節約
フロートの短縮
延滞手数料の防止による節約
犯罪の減少による節約
利便性の向上
予算や経費のモニターの向上
個人のニーズをさらに考慮したカスタマーサービス
信用プロファイルを構築するデータの改善

消費者 企業 政府

デジタ
ル決済
利用者
の上位
10%

純便益
キャッシュレスレベルが高まると、都市にポジティブな純便益を生む

全体の
純便益

4700
億ドル

これは、一都市当たり平均してGDPの3.08%に換算される

* 2017年から2032年
CAGR:年複利成長率

盗難や窃盗の減少
労働時間の短縮
フロート時間の短縮による節減や費用の減少
デジタルチャネルを通した売上増の可能性
顧客サービスを向上させるデータの改善
ターゲットを絞った販促キャンペーンへのデータ活用
在庫や経費のトラッキングの利便性
ロイヤルティスキームを改善するデータの活用
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第二に、大規模な都市圏は、その都市が所在する国全
体の経済成長の原動力です。例えば、ブラジルの全人
口の約10%が住むサンパウロは、GDPでいうとブラジル
全体の経済生産のおよそ5分の1を担っています6。さら
に、住民と企業の集中により、大規模な都市圏で開始
する経済イニシアティブは、既存の規模の経済に基づい
て、より効率的に小規模都市や地方部に拡大することが
できます。大規模な都市圏は、最終的に国全体の人口
が恩恵を受けることができるイニシアティブの培養基と
して機能することができます。

最後に、おそらく都市が国の経済に与える経済的な影
響のため、また現在のますますつながりが強まる経済に
おける労働力と資本の両方のモビリティの拡大により、
世界の大規模な都市は企業の本社、生産施設、輸送ハ
ブ、教育を受けた専門家、芸術や娯楽イベント、海外旅
行を巡って、お互いに競争しています。地方政府はそう
した経済活動を誘致しようと、税制、土地の利用、その
他のインセンティブを絶えず提供しています。同時に、
世界の企業やトップクラスの専門家は、最も投資決定や
居住に有利な場所を絶えず「品定め」しています。

そうした潜在的な影響を完全に実現するため、世界中
の都市は「スマートシティ構想」を推進しています7。一
般に、スマートシティとは、ユビキタスな（偏在する）デ
ジタルテクノロジーを駆使することによって、都市生活

の改善、商業の促進、経済成長、最終的により多くの企
業の投資、居住者、訪問者の誘致を目指す都市を指し
ます。各都市のスマートシティ戦略の詳細は異なります
が、共通してみられる要素として、公共のWi-Fi、主要都
市圏の高速ブロードバンド接続、交通管理システム、デ
ジタル決済の広範な活用が含まれる傾向にあります。 

テクノロジーの次の潮流（モノのインターネット、自動運
転車両、ウェアラブル、ロボティクス、ブロックチェーン、
生体認証、人工知能など）を受けて、スマートシティ構想
への投資がさらに加速する可能性があります。調査会社
のGartnerは、モノのインターネットにより、2020年までに
世界人口の約3倍にあたる204億台の機器が接続するよ
うになると予測しています8。 

本レポートは、都市のスマート戦略の中でも、デジタル
決済を取り上げています。世界の都市ではデジタル決
済での「清算」を採用する人 が々増加しています。デン	
マーク銀行協会のMichael Busk-Jepsen氏は、キャッシュ	
レス社会は「もはや幻想ではなく、妥当な期間内に実現	
できるビジョンである」と述べています9。最終的には	
キャッシュレス社会で生活するようになると考える人もい
ます。英国で最近実施されたアンケートによると、回答
者の大多数（回答者2,000人のうち68%）は、20年後に現
金がなくなっていると考えています。他国のアンケート	
でも同様の結果が報告されています10。 

世界中の政策立案者は、主要都市圏
の経済および社会的発展をますます
重視しています。こうした姿勢にはい
くつか理由があります。第一に、世界
の人口の都市部への集中が進んでい
ます。国連によると、2030年までに世
界人口の60%が都市に住むと予想さ
れています（1950年はわずか30%）5。
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取引カテゴリー別に見た
高いデジタル決済利用の現状

超高所得の消費者

すべてのステークホルダーが上位10%の
ユーザーのように行動した場合、ラゴス
はどのような恩恵を受けるか？
潜在的な年間累積利益

今後15年間に予想される二次的な影響

消費者の12%は過去1か月の取引を
すべてデジタルで決済したと報告した

基本想定の税収に対し
年間6%の増収

年間2億6,500万ドル

成人一人当たり年間18ドル
年間1億7,500万ドル

年間売上高100万ドルにつき
純便益16,020ドル

年間20億ドル

2017年から2032年に
年間28ベーシスポイント増加

2017年から2032年に
年複利成長率0.5%上昇

2032年までに134,600人の
新規雇用を下支え

2017年から2032年に
年複利成長率0.2%上昇

現金中心

政府

企業

消費者

ラゴス

雇用の増加

生産性

GDP成長率

賃金

達成可能なキャッシュレスの影響現在のラゴスのデジタル決済の利用

中所得の消費者 X世代

ラゴスは最近大胆なスマートシティ構想を開始した。興味深いことに、ラゴス
のような「現金中心」都市でも、多くの市民がデジタル決済を利用している。
達成可能なキャッシュレスレベルに移行することにより、ラゴスは27億ドル超

の純便益を直接受ける可能性がある。 

100%

90%

80%

70%

60%

50%

40%

30%

20%
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0%

P2P
（個人間）取引

賃料/住宅
ローンの支払

学費/学校
の経費

旅行/休暇

デジタル決済の利用を報告した消費者の割合

出典:Roubini ThoughtLab消費者アンケート、Roubini ThoughtLabの分析、NiGEMモデル

注: 所得区分は概ね以下のように定義 ‒ 中所得者層: 年間340,000ナイラ～510,000
ナイラ、超高所得者層: 年間130万ナイラ超

現在、世界中でデジタルの変化が加速しているのを目	
の当たりにした国および地方の政府は、スマートテクノ	
ロジーやキャッシュレスの決済ソリューションを受け入れ	
ています。例えばルーマニアのブカレストでは、最近、地	
下鉄の全駅に非接触型決済端末を導入しました11。韓	
国銀行は2016年12月、2020年までに物理的な硬貨を廃	
止する計画を発表し、韓国がキャッシュレス社会に向か	
う第一歩を踏み出しました12。ドバイでは、スマートレシー	
トの利用が開発されています。これは、紙やEメールの	
領収書を置換するものであり、携帯電話に直接保存で	
きるデジタル領収書を使用して、小売業における透明	
性を向上させ、消費者の安心を高め、個人の金銭管理	
を改善します13。

企業の経営者も消費者の期待に応え、さらなるキャッシュ
レスの未来に貢献しています。例えばサムスンは、Wi-Fi 
接続が可能なタッチスクリーンから食品を注文して支払	
ができるスマート冷蔵庫を発売しています14。米国のサ	
ラダチェーンSweetgreenは、同社のレストランの多くで紙
幣の使用を廃止し、より効率的かつ安全にしています15。
ホンダはVisaと提携し、ドライバーが車から降りることなく
給油や駐車料金を支払うことができる車内決済を促進し
ています16。アマゾンは、新しい小売モデルAmazon Goの	
試験を実施しています。これは、センサーテクノロジーを
活用し、商品棚から取った商品を直接買物客の仮想決	
済カートに追加し、消費者が店舗を出る時に決済口座か	
ら自動的に引き落としすることにより、支払のためにレ	
ジに並ばなくてもすむようにするものです17。

弊社の知る限り、本レポートは都市レベルのデジタル決
済の採用に関連する純便益を計量化する初めての試み
です。VisaはRoubini ThoughtLabを採用して、世界の主
要都市圏におけるデジタル決済の現状を包括的に検討
し、消費者、企業、政府にとっての純便益を計量化し、こ
うしたステークホルダーのグループが各自の都市圏で
デジタル決済の利用を拡大するための重要なステップ
を示すことを依頼しました。

Roubini ThoughtLabは、世界の6都市において、3,000人以
上の消費者、900社の企業を対象にアンケートを実施し
ました。これらの都市は、デジタル決済の成熟度の5段階
（8-9ページを参照）を代表しています。デジタル決済の
成熟度の下位に位置する都市（「現金中心」）は、通常、
銀行口座を持たない人口の比率が高く、デジタル決済の
インフラが整っておらず、デジタル決済の活用率が低い

ことが特徴です。デジタル決済の成熟度の最上位に属
する都市（「デジタルリーダー」）は、極めて高度な銀行
およびデジタル決済システムが整っていることで知られ
ており、人口のほぼすべてが銀行口座を持ち、デジタル
決済の利用において世界最先端に位置しています。 

アンケートは、ラゴス（ナイジェリア）、バンコク（タイ）、	
サンパウロ（ブラジル）、東京（日本）、シカゴ（アメリカ合衆
国）、ストックホルム（スウェーデン）で実施されました。
各都市はデジタル決済の成熟度において異なるレベル
を代表しています。利用および環境スコアに基づいて都
市を分類した結果、サンパウロ（環境スコアが低い）およ
び東京（利用スコアが低い）の2都市はいずれも「デジタ
ル成熟過程」に分類されました。このように都市を明確
なカテゴリーに分離することで、デジタル決済への移行
が都市の市民や経済全体に与える影響をより正確に評
価することができます。この分類によって、その都市の	
デジタル決済成熟度のレベルを判定し、それに合った	
アクション・ロードマップを作成することができます。

次に、研究者が人口動態および経済データを使用し、
これらのアンケートの結果を世界の他の94都市に外挿し
（第7章を参照）、デジタル決済の利用拡大が各都市の
消費者、企業、政府に与える純便益を推定します。純粋
な影響を測定する際、各都市の全人口が、その都市で
最も先端を行く消費者および企業（90パーセンタイル）
と同じデジタル決済を実現すると想定しました。このた
め、弊社の分析は現金が完全に廃止されるのではなく、
単に大幅に減少すると想定しています。弊社は、このレ
ベルのデジタル決済の採用を「実現可能なキャッシュレ
スレベル」であると考えています。とはいうものの、付随
するデータ視覚化ツールは、ステークホルダーが完全に
キャッシュレスな将来から得られる利益を推測すること
ができます。 

最後に、弊社の分析はNiGeMモデルを使用します。これ
はイングランド銀行、欧州中央銀行などの世界の著名
な中央銀行が使用する計量経済学のモデルであり、デ
ジタル決済への移行が分析対象の各都市に与える「二
次的な影響」（経済成長、生産性、雇用および賃金）を
推定するものです。 

本調査は、消費者、企業、政府はいずれもデジタル決済
の利用の深化および拡大から大きな恩恵を受ける可能
性があることを立証しています。 
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ナイラ、超高所得者層: 年間130万ナイラ超
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すべてのステークホルダーが上位10%の
ユーザーのように行動した場合、ストッ
クホルムはどのような恩恵を受けるか？

低所得の回答者の30%近くは過去1か月
の購入をすべてデジタルで決済したと
報告した。中所得の回答者の47%近く
は今後1年間に現金の使用が減ると予想
している 

基本想定の税収に対し
年間2%の増収

年間10億ドル

成人一人当たり年間143ドル
年間2億6,400万ドル

年間売上高100万ドルにつき
純便益10,234ドル

年間30億ドル

2017年から2032年に
年間57ベーシスポイント増加

2017年から2032年に
年複利成長率0.7%上昇

2032年までに1,700人の
新規雇用を下支え

2017年から2032年に
年複利成長率0.6%上昇

デジタルリーダー

政府

企業

消費者

ストックホルム

雇用の増加

生産性

GDP成長率

賃金

デジタル決済の利用においては、
ストックホルムがリード。 

達成可能な
キャッシュレスの影響

現在のストックホルムの
デジタル決済の利用

出典:Roubini ThoughtLab消費者アンケート、Roubini ThoughtLabの分析、NiGEMモデル

注意:所得区分は概ね以下のように定義 ‒ 低所得:180,000～289,000クローネ、中所得:
289,000～434,000クローネ、高所得:434,000～1,100,000クローネ

100%

90%

80%

70%

60%

50%

40%

30%

20%

10%

0%
低所得 中所得 X世代高所得 高齢者

（70歳以上）
ベビー
ブーマー

中高所得および年齢層の高い勤労世代の消費
者は、定期的な請求書や日常的な購入の 80%
以上をデジタル決済を通して支払っている

政府は市民への支払のほぼすべ
てをデジタル化した*。

デジタル決済の比率 定期的な請求書
日常的な購入

デジタル決済

物理的決済

*市民による報告

政府

潜在的な年間累積利益

今後15年間に予想される二次的な影響
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すべてのステークホルダーが上位10%の
ユーザーのように行動した場合、ストッ
クホルムはどのような恩恵を受けるか？

低所得の回答者の30%近くは過去1か月
の購入をすべてデジタルで決済したと
報告した。中所得の回答者の47%近く
は今後1年間に現金の使用が減ると予想
している 

基本想定の税収に対し
年間2%の増収

年間10億ドル

成人一人当たり年間143ドル
年間2億6,400万ドル

年間売上高100万ドルにつき
純便益10,234ドル

年間30億ドル

2017年から2032年に
年間57ベーシスポイント増加

2017年から2032年に
年複利成長率0.7%上昇

2032年までに1,700人の
新規雇用を下支え

2017年から2032年に
年複利成長率0.6%上昇
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政府
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消費者

ストックホルム

雇用の増加

生産性

GDP成長率

賃金

デジタル決済の利用においては、
ストックホルムがリード。 

達成可能な
キャッシュレスの影響

現在のストックホルムの
デジタル決済の利用

出典:Roubini ThoughtLab消費者アンケート、Roubini ThoughtLabの分析、NiGEMモデル

注意:所得区分は概ね以下のように定義 ‒ 低所得:180,000～289,000クローネ、中所得:
289,000～434,000クローネ、高所得:434,000～1,100,000クローネ
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30%

20%

10%

0%
低所得 中所得 X世代高所得 高齢者

（70歳以上）
ベビー
ブーマー

中高所得および年齢層の高い勤労世代の消費
者は、定期的な請求書や日常的な購入の 80%
以上をデジタル決済を通して支払っている

政府は市民への支払のほぼすべ
てをデジタル化した*。

デジタル決済の比率 定期的な請求書
日常的な購入

デジタル決済

物理的決済

*市民による報告

政府

潜在的な年間累積利益

今後15年間に予想される二次的な影響

デジタル決済は、ショッピング、銀行取引、旅行、生活
の管理を簡単および安全にし、企業の繁栄やコスト削
減を支援します。そして政府は税収を増やし、予算を管
理し、犯罪や汚職を削減することができます。特に、モ
デル100都市においてデジタル決済の利用を拡大した
場合の消費者、企業、政府が全体として受ける純便益
は、平均して現在のGDPの3%強あるいは年間4,700億米
ドル近くになります。さらに、平均的な都市においてデ
ジタル決済をさらに完全に実施すれば、今後15年間で
年間GDP成長率が19.4ベーシスポイント増加する可能
性があります。  
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2.高い現金コスト
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調査では、米国だけでも、現金には毎年2,000億ドルのコ
ストがかかることが判明しており、インドでは現金は280
億ドルのコストがかかると推定されています18。ドイツ経
済諮問委員会のPeter Bofinger委員は、現在のデジタル時
代には「硬貨や紙幣は実は過去の遺物である。硬貨や紙
幣によって決済は信じられないくらい不便になっている。
人 は々レジで並び、前の人が現金を探し、レジ担当者が
釣銭を渡すのを待ちながら無駄な時間を過ごしている」
と述べています19。本レポートの調査は、現金のコストが
高いことを取り上げています。例えば、デジタル成熟度の
5段階すべての都市で、消費者は年間32時間（1週間のフ
ルタイム勤務に近い時間）を銀行取引、現金の引き出し、
請求書の支払に費やしています（16ページを参照）。 

さらに、消費者、特に銀行口座を持たないために金融取
引の完了に必要な現金を手に入れるために高い経費を
支払う傾向がある低所得層には、現金の直接費用があ
ります。弊社の分析では、デジタルの成熟度の5段階す
べての都市で銀行口座を持たない消費者は、小切手の
換金など、現金の引き出し取引に月7ドルから15ドルを
支払っています。

弊社のアンケートを分析すると、消費者と同様に、現金
を抱えているマーチャントや企業にも直接および間接的
なコストが生じていることがわかります。

•	  輸送、セキュリティ、銀行取引費用。	
平均して、企業は非デジタル入金に対し、月間収
入の2%を支払っています。この比率はサンパウロ
や東京などの一部の都市や大企業では3%に上
昇します。物理的マネーの平均フロート時間（入
金が銀行口座に反映されるまでの時間）は、現金
の1日半から、小切手の使用が一般的である市場
における小切手の3日間まで多様です。

•	  取り扱い、計数、処理費用。	
企業の規模により様 で々あるとはいえ、企業は現
金を管理するために、平均して週約68時間を費
やしています。この時間数は、バンコク（89時間）
や東京（約86時間）など、特定の都市ではさらに
多くなります。

•	  資金の盗難、不足、偽造。	
企業は盗難、偽造、レジの現金不足により、	
平均して月に収入の4%に相当する金額を失っ
ています。シカゴ（1%）や東京（2%）など、先進
国市場の都市では、この金額が少なくなる傾向
がありますが、サンパウロやラゴス（それぞれ
9%）などの新興市場の都市ではかなり高くな	
ります。

•	  供給業者への支払費用。	
企業は通常、支払のおよそ45%に現金、小切手、	
マネーオーダーを使用し、月に88時間強を費やし
ています。企業はデジタル決済を行う55%の支払
に同様の時間を費やしています。つまり、平均す	
るとデジタル決済の方が時間がかからないことに
なります。 

•	  現金のみを受け入れる機会費用。	
しばしば、消費者は多額の現金を持ち歩かず、	
デジタル決済を通して資金を利用することを好み
ます。その結果、店舗が現金しか受け入れない	
場合、消費者が手元に十分な現金がないという	
理由で、アイテムの購入を見送る可能性があり	
ます。弊社のアンケートによると、消費者は通常、	
1か月に1回購入を見送り、その平均価格は約73 
ドルとなっています。 

物理的マネーはコストがかからない	
支払手段であると考えられがちですが、
詳細を分析すると、現金を使用する	
消費者、企業、政府には様 な々コストが
かかっていることがわかります。 



$$

7.3 時間/年
消費者は毎月約 2 回銀行に行き、
毎回平均 18 分を過ごしている。

6.4 時間/年
平均すると、消費者は月に3-4回ATMに
行き、毎回 8 分近くを過ごしている。

12 時間/年
少なくとも住民の 4%（主に現金へ
の依存が高い国）は、窓口で請求書
の支払をするために毎月1時間以
上を費やしている。

3.3 時間/年
消費者は毎月1回行き、毎回平均
16.5 分を過ごしている。

3 時間/年
小切手がオプションである市場の
消費者は、月に15 分以上を小切手
を書いたり、帳簿を照合するため
に使っている。

小切手換金機関に
行く

銀行に行く

窓口で請求書の
支払をする

小切手を書き、
帳簿を照合する

ATMから現金を
引き出す
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現在の消費者が費やす時間

出典:Roubini ThoughtLab消費者アンケート
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政府は、税金の徴収、駐車違反の罰金、免許交付料、	
社会福祉、年金の支払等を行うため、企業と同様に	
多くの取扱い手数料や処理費用を支払っています。	
しかし、特に非公式の経済規模が非常に大きい場合、
政府にとっての最大のコストは脱税です。インドの財務
相は、2017年度予算に関するスピーチの中で、インドの
GDP比の税収が低いことに触れ、直接税の徴収は「イン
ド経済の所得と消費パターンと整合していない」ことを
指摘しました20。過去の調査では、所得の過小申告によ
る政府の損失は年間3,140億ドルを超えることが認めら
れました21。この研究は、デジタル決済の利用拡大によ
り、100都市の政府の現在の税基盤からの税収が平均し
て2.8%増加すると試算しています。 

しかし、デジタル決済と比較して現金のコストが最も高
いのは、現金が絡んだ犯罪でしょう。これは、消費者、
企業、そして政府に影響します。ユーロポール（欧州刑
事警察機構）のディレクター、Robert Wainwright氏は、	
「何十年もの間、マネーロンダリングと現金は犯罪の温床
となってきた」と語っています22。現金は簡単に隠すこと
ができ、贈収賄や脱税を容易にします。現金は住居侵	
入や強盗など、マーチャントや個人に対するしばしば暴
力が絡む様 な々犯罪の動機となります。例えば、カー	
シェアサービスを展開するUberは、現金の受け入れを始め
たところ、サンパウロにおいて運転手に対する襲撃が増
加したと報告しています23。全米経済研究所などの調査
機関の研究によると、流通している現金と犯罪率には密
接な相関関係があることが判明しています24 25。

弊社のアンケートでは、消費者の平均19.4%が過去3年
間に自分または家族が現金を奪われたと回答しました。
ラゴス、バンコク、サンパウロではこの数字は30%を超え
ています。奪われた金額は25ドル未満から1,000ドル超
まで様 で々すが、平均すると約262ドルです。残念なが
ら、こうした犯罪の最大の犠牲者は低所得世帯でした	
（高所得世帯の10%未満に対し、28%）。弊社の分析は、
達成可能なキャッシュレスレベルに達すると一部の都市
では現金に関連する犯罪が90%近く減少し（図表2を参
照）、100都市全体で130億ドルを優に超える費用を削減
できることを示しています。 

図表 2:達成可能なキャッ 
シュレスシナリオでは、 
様々な都市が、現金に関連し
た犯罪の件数が減少する 
ことから大きな利益を受け 
る可能性があります。 
出典:Roubini ThoughtLabの	
モデルおよび分析

現金に関連する
犯罪の最近の年
間平均件数

現金に関連する犯
罪平均件数は減少
が見込まれる (%)

現金に関連する犯
  罪の減少から予想
  される年間の価値
（100万ドル）

現金中心 216,451 52% 71

165,325 74% 110

92,035 70% 78

63,313 78% 242

62,564 88% 296

133,289 69% 134

デジタル
移行中

デジタル
成熟過程

デジタル
リーダー

平均
（100都市）

デジタル
先進



3.キャッシュレスへの	
移行から直接受ける純便益
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さらに、デジタル決済によって企業は成長と利益を促進
することができ、政府は犯罪を減少させ、税収を増加	
させ、公共サービスをより効率的に提供することができ
ます。弊社の調査は、100都市全体の消費者、企業、	
政府が直接受ける純便益は4,700億米ドル近く、平均し
てこれらの都市の現在のGDPの3%強に相当する可能	
性があることを示しています。 

利益はデジタル決済の成熟度の全段階で徐 に々累積し、
「デジタル先進」都市を卒業して「デジタルリーダー」
になる頃に最大になります。例えば、ラゴスのような「現
金中心」の都市がデジタル決済の利用を拡大し、次の
段階である「デジタル移行中」に達すると、直接受ける
純便益はGDPの0.8%を超える可能性があります。ラゴス
が達成可能なキャッシュレスレベルを達成した場合、こ
れらの利益はGDP比4%近くに拡大する可能性があり	
ます。ラゴスが物理的マネーの使用も廃止した場合、	
ラゴスの累積的利益はGDP比5%になる可能性があります
（図表3を参照）。

3.1 消費者

物理的マネーの欠点やデジタルテクノロジーの普遍性
を鑑みると、世界中の消費者がデジタル決済を受け入
れているのも不思議ではありません。デジタルコマース
は従来のコマースの4倍、モバイルコマースは8倍のス	
ピードで拡大しています26。別の調査では、モバイル決済
は爆発的に増加し、2022年までに世界で3.4兆ドルに達
すると予想されています27。

図表 3:ラゴスのような「現金中
心」都市は、「デジタル先進」か
ら「デジタルリーダー」へ移行
すると最大の恩恵を受けるこ
とができます。しかし、「デジタ
ルリーダー」段階に達すると、
デジタル決済の成熟度の全
段階で恩恵は累積し、利益は
GDP比3%近くに相当します。
出典:Roubini ThoughtLabの	
モデルおよび分析
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「現金中心」都市の利益の増加

「デジタル移行中」から「デ
ジタル成熟過程」への移行
の影響の増加

「デジタル成熟過程」から
「デジタル先進」への移行の
影響の増加

「デジタル先進」から「デジ
タルリーダー」への移行の
影響の増加

「現金中心」から「デジタ
ル移行中」への移行の影響
の増加

現金からデジタルへの移行により、	
消費者、企業、政府には多大な直接的
な利点が生まれる可能性があります。
デジタル決済は、一般的に現金よりも
はるかに便利であり、あらゆる当事者	
の費用、労働、時間を節減できます。 



すべてのステークホルダーが上位10%の
ユーザーのように行動した場合、シカゴ
はどのような恩恵を受けるか？

ミレニアル世代の11%超は過去1か月の
取引をすべてデジタルで決済したと
報告した

基本想定の税収に対し
年間2%の増収

年間30億ドル

成人一人当たり年間112ドル
年間7億9,300万ドル

年間売上高100万ドルにつき
純便益5,573ドル

年間60億ドル

2017年から2032年に
年間41ベーシスポイント増加

2017年から2032年に
年複利成長率0.3%上昇

2032年までに16,900人の
新規雇用を下支え

2017年から2032年に
年複利成長率0.4%上昇

デジタル先進

政府

企業

消費者

シカゴ

雇用の増加

生産性

GDP 成長率

Wages

シカゴでは、全所得と年齢グループの消費者はデジタル決済を
利用して、一部の日常的な購入や旅行費用を支払っている。 

達成可能な
キャッシュレスの影響

現在のシカゴの
デジタル決済の利用

出典:Roubini ThoughtLab消費者アンケート、Roubini ThoughtLabの分析、NiGEMモデル

注意:所得区分は概ね以下のように定義 ‒ 低所得:21,800ドル未満、低中所得:
21,800ドル～32,700ドル、中所得:32,700ドル～81,200ドル、高所得:
87,200ドル～174,300ドル、超高所得:174,300ドル以上
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弊社が実施した消費者アンケートの結果もこのことを裏
付けています。平均して、消費者の約11%は今後1年で
物理的マネーの使用機会が減少すると予想し、24%はデ
ジタル決済の利用機会が増加すると予想しています。
デジタル決済の利用は記録を更新し続けています28。  
このような消費者がデジタル決済を好むトレンドは全
100都市で見られ、所得水準や年齢にかかわらず、これ
らの都市のすべての消費者グループに及んでいます。 

また、弊社の調査の所得および年齢別の決済利用目的
分析において、低所得の消費者および18歳-34歳の年齢
グループのデジタル決済の利用が今後1年間で著しく増
加すると予想されていることは特筆すべきです。特に、
低所得消費者の平均29%がデジタル決済の利用が増加
すると予想しています（これに対し、中高所得の消費者
は20%未満）。これは、バンコクやサンパウロなどの新興
市場の都市から、ストックホルムや東京などの先進国市
場まで、弊社が分析した各都市でみられる現象です。	
データは、現金の使用が減少する動きがどのようなもの
であれ、低所得消費者に著しい恩恵を与え、社会的に
好影響となることを示唆しています。

年齢を考慮すると、全年齢層の消費者がデジタル決済
の利用拡大を予想していますが、18歳-34歳の年齢グ
ループがデジタルへの移行に最も関心が高いようです。	
18歳-34歳の消費者の34%超が、将来、デジタル決済の
利用拡大を予想しています（これに対し、70歳以上の消
費者は14%近く）。 

各都市の消費者は、将来、ほぼすべてのタイプの取引の
支払においてデジタル決済の利用機会が増えると予	
想しています。一方、調査対象の消費者が最も関心を寄
せているのは、定期的な請求書を支払うことです。弊社
のアンケートでは、消費者の65%超が定期的な請求書を
現在デジタルで支払っています。約76%はデジタルの支
払を好んでおり、特に税金と学費の支払が大幅に増	
加しました。同様に、現在約59%が日常的な購入をデジ
タルで行っており、73%超がこの方法を好んでいます29。

消費者は、将来、あらゆるカテゴリーのデジタル決済の利
用拡大を予想しています。しかし、電子的な請求書の支
払いとモバイル決済の利用が最も増加し、デビットカード
やクレジットカードはそれに続くと予想されています。具
体的には、消費者の35%近くが電子的な請求書の支払	
の増加を計画し、26%超がデビットカードを使用する傾向
が強まると予想しています。全消費者の30%近くがモバイ
ル決済の利用の増加を予想しています。特に、消費者は
現金決済が平均して18%超減少すると予想しています。
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出典:Roubini ThoughtLab	
消費者アンケート



すべてのステークホルダーが上位10%の
ユーザーのように行動した場合、東京は
どのような恩恵を受けるか？

東京では、デジタル決済の採用は、一部の定
期的な請求書の支払を行う中所得層と、一
部の日常的な購入および旅行関連の購入を行
う超高所得層が中心となっている。

基本想定の税収に対し
年間2%の増収

年間120億ドル

成人一人当たり年間70ドル
年間20億ドル

年間売上高100万ドルにつき
純便益11,080ドル

年間350億ドル

2017年から2032年に
年間31ベーシスポイント増加

2017年から2032年に
年複利成長率0.1%上昇

2032年までに39,400人の
新規雇用を下支え

2017年から2032年に
年複利成長率0.3%上昇

デジタル成熟過程

政府

企業

消費者

東京

雇用の増加

生産性

GDP成長率

賃金

現金に対する文化的なこだわりがあるものの、東京で
は一部の所得層は定期的な請求書や日常的な購入に

概ねデジタル決済を選好している。 

達成可能なキャッシュレスの影響現在の東京の
デジタル決済の利用

出典:Roubini ThoughtLab消費者アンケート、Roubini ThoughtLabの分析、NiGEMモデル

注意:所得区分は概ね以下のように定義 ‒ 中所得:220万円～320万円、超高所得層 ‒ 
810万円超

デジタル決済の利用を報告した回答者の割合
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消費者がデジタル決済に移行するという高い期待は、
消費者がキャッシュレスシティから得られる可能性があ
る莫大な純便益に関する弊社の分析によって裏付けら
れています。具体的には、弊社の100都市の分析にお
いて、消費者の純便益（時間の節約、現金引き出しコス
ト、現金に関連する犯罪の減少などの直接的な利益を
消費者が銀行口座を持つコストで相殺したもの）は、1都
市あたり平均して年間2億7,800万ドルを超えます30。 

図表6に示すように、「デジタルリーダー」都市の消費者
は、全消費者が達成可能なキャッシュレスレベルに収斂す
る場合の純便益を実現する可能性が最も高いと思われ	
ます。「現金中心」都市が達成可能なキャッシュレスレベル
に完全に達すると、消費者が直接受ける純便益は大人一
人当たり29ドル近くになり、「デジタルリーダー」の都市へ
の影響は大人一人当たり平均して140ドル近くになります。 

3.1.1. 消費者の時間の節約 

消費者が現金からデジタル決済に移行する時に受ける
主な利益は、資金の管理に費やす時間の節約です。こ	
れは当然のように思われるかもしれませんが、平均的な
都会の消費者は、年間32時間を銀行取引、現金の引き
出し、請求書の支払に費やし、さらにレジでの支払	
や運賃の支払のために数時間を並んでいることを思	
い出してください。弊社の分析では、消費者は居住する
都市がその達成可能なキャッシュレスレベルに到達すれ	
ば、毎年平均して8時間節約できることが予想されます。	
弊社の分析対象となった100都市全体で、これは合計
120億ドル分の時間の節約に換算されます31。

弊社の調査は、都市のデジタル決済の成熟度カーブが
上がっていくにつれ、平均的市民が銀行関連のアクティ
ビティに費やす時間が大幅に減少することを示してい	
ます。弊社のアンケートは、ラゴスの平均的な消費者が
1か月にほぼ22分を銀行関連のアクティビティに費やして
いる一方、ストックホルムの平均的消費者が1か月に費
やす時間が約10分にすぎないことを示唆しました。年間
を通してみると、「現金中心」都市に住む数百万人の成
人は平均して3.5時間近くを銀行関連のアクティビティに
費やす一方、「デジタルリーダー」都市の成人はが費や
す時間は1時間弱にとどまっています。 

この結果は、都市の物理的なマネーへの依存が強いほ
ど、そこに住む消費者はデジタル決済への移行によっ
て時間を節約できることを明確に示しています。	
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図表 5:あらゆる形態の物理的
決済の使用は著しく減少する
と予想されています。特に現金
は、どの都市、所得層、年齢層
においても最も使用されなくな
ると予想されています。 
出典:Roubini ThoughtLab 
消費者アンケート

図表 6:全100都市の消費者
は、物理的決済の使用を減少
させることで利益を得られる 
可能性があります。 
出典:Roubini ThoughtLabの	
モデルおよび分析
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弊社の分析では、「現金中心」都市の平均的な成人が
銀行取引や小売取引に費やす時間を年間11時間超短
縮できる可能性があります。その一方で、「デジタルリー
ダー」都市の平均的な成人は、デジタル決済の利用を
さらに拡大することによって年間3時間近くを節約できる
可能性があります（図表7を参照）。

3.1.2. 消費者の銀行手数料

デジタル取引において、消費者は個人の銀行口座への
直接的なアクセスから大きな恩恵を受けています。個人
の銀行口座に関連する標準的な手数料は、それ以前に
銀行口座を持っていなかった消費者にとって新たなコス
トの増加になります32。弊社のモデルによると、こうした
追加費用は銀行口座を持たない消費者が少ないストッ
クホルムや東京などの都市ではゼロであるのに対し、
銀行口座を持たない市民が人口の45%近くを占めるメキ
シコシティでは9,700万ドル近くになるなど、地域によっ
て異なります。

しかし、銀行口座を持つ人口の増加に伴う新規口座に	
関連する手数料は、小切手の換金手数料、公共料金の	
延滞手数料、その他の日常的な手数料など、はるかに	
高額な現金へのアクセス手数料がなくなることで相殺	
されます。例えば、デジタル決済の利用により、消費者	
は毎月支払う請求書の延滞手数料を減額することがで	
きるでしょう。Citiの調査によると、アメリカの消費者の支	
払が遅れる理由は61%は支払を忘れていたためで	
あり、39%は忙しいためです33。しかし、電子的な請求書	
の支払を自動化することにより、高額な延滞手数料を	
削減できる可能性があります。

弊社の調査では、ラゴスとサンパウロの消費者が支払う
延滞手数料はそれぞれ平均して年間10ドル、15ドルです。
延滞手数料を支払う成人人口比率は地域および年齢に
よって大きな差があり、一般的には若年層の支払が	
最も多く、アジアの都市の消費者が最も少なくなってい
ます。東京では延滞手数料を支払う消費者は約7%です
が、サンパウロでは45%を超えています。サンパウロでデ
ジタル決済の利用が拡大すれば、この平均は27%に低
下し、サンパウロの一人当たりの延滞手数料は7ドル超
減少すると思われます。サンパウロ全体を見た場合、市
民はおよそ1億200万ドル節約できることになります。
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図表 7:成人消費者はデジタル
決済の利用拡大により多くの
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の影響は大きくなるでしょう。
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3.1.3. フロート時間の短縮

マネーの時間的価値も、もう一つの重要な検討事項です。	
電子的な口座に資金を維持することで、手元に物理的	
なマネーを保管するよりも、利息からさらに収益を得ら	
れる可能性があります。ただ、得られる利息の金額は	
様 で々す。金利が約6%34で推移しているサンパウロの場	
合、弊社のモデルは年間3億7,000万ドルを超える利息	
収入を得られる可能性があるのに対し、金利がゼロに	
近く、ほぼ全員が銀行口座を持ち、デジタル決済に慣れて	
いるストックホルムでは、さらに得られる利息収入は	
年間100万ドルをわずかに超えるにとどまります。

3.1.4. 犯罪の減少 

消費者にとって最大の恩恵の1つは、犯罪の減少です。
現金は強盗や襲撃などの犯罪の大きな動機となること
が長い間認識されているため、流通する現金の量を削減
することでそうした犯罪も同時に減らすことができます。
米国の調査では、現金に関連する犯罪の被害者一人当
たりのコスト1,550ドルに加え、「苦痛」35が被害者一人当
たり1,650ドルです36。 

弊社のアンケートは、回答者に回答者または家族が過
去3年間に現金を奪われたかどうか、その場合被害額は
いくらだったかを尋ねました。これにより、未届の犯罪を
含まない公式な統計とは別に、各都市の犯罪率を判断す
ることができます。弊社の推定では、全100都市において、
消費者は現在、現金に関連する犯罪によって年間約58
億ドル、一人当たり平均約8.40ドルを喪失しています。 

この研究は、都市が達成可能なキャッシュレスレベルに
到達すると、平均して現金に関連する犯罪が69%減少す
ると推定しています（図表2を参照）。最も恩恵を受ける
のは「デジタルリーダー」都市であり、消費者の利益は平	
均して年間約2億9,600万ドルになります。しかし、現金	
に関連する犯罪の減少から受ける恩恵が最も少ない平	
均的な「現金中心」都市でも、平均的な消費者の利益	
は1都市当たり7,100万ドルを超える可能性があります。 
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3.2 企業

消費者同様、企業はデジタルの形態の決済に移行し、	
現金や小切手の利用を削減する動きを強めています。	
弊社の調査データは、自社がデジタル面で進化してい
る、または非常に進化していると考える企業は現在約
36%にすぎませんが、56%の企業が3年後にそうなると考
えています（図表8を参照）。

デジタル決済への移行により、企業は労働生産性の向
上、コストの減少、犯罪の減少、シームレスな顧客体験、
売上高の増加など、多くの恩恵を実現します。デジタル
決済に移行した結果、平均購入金額、売上高の両方が
増加します。特に、100都市を分析すると、企業の純便益
（純粋な直接費用の減少、人件費の大幅な減少、売上
高の増加など）は100都市全体で3,120億ドルになります。 

デジタル決済の成熟度の様 な々段階において、企業は大
きな恩恵に浴することができます。「現金中心」都市の企
業は最も恩恵を受ける立場にあり、純粋な影響は平均す
ると売上高100万ドル当たり13,500ドルになります。「デジ
タルリーダー」都市に所在する企業でも恩恵は大きく、
平均すると売上高100万ドル当たり10,800ドルを超えます
（図表9を参照）。

3.2.1 企業の直接的な純費用の減少

企業がデジタル決済に移行するにつれ、デジタル決済	
を受け入れる直接的な手数料と、デジタル決済後に	
マーチャントに支払われるまでに必要な処理時間のため
にかかるフロート費用の2つについて、企業の負担が増
加します37。デジタル決済を受け入れる直接的な費用と
は、POS端末の購入またはリース、端末をサポートする	
電子および電気通信インフラ、取引手数料などです。

弊社の調査では、現金による支払はすぐに利用でき	
るのに対し、デジタル決済を使用した支払はすぐに利	
用できないと回答した企業もありました。これは、デジタ
ル決済に関連するフロート費用に影響をもたらします。
弊社のアンケートのデータによると、企業の約55%は、	
現金の場合、銀行に預金した直後または1日以内に使用
できると回答しています。デジタル決済の場合、その時
間はまちまちです。企業の47%は、デビットカードによる
支払を通した収入は即座または1日以内に使用できる	
ものの、その他の企業はその資金を使用できるようにな
るまでに1日以上かかると回答しました。一部の回答企
業では、クレジットカードによる支払いを通した収入の
方が時間がかかる傾向にあるようです。 

現金中心 デジタルリーダー

企業の売上高100万ドル当たりの平均的な利益

10,800 $13,500 $

図表 9:「デジタル先進」都市
の企業を含め、企業はデジタ
ル決済の利用拡大から大き
な利益を得ることができるで
しょう。 
出典:Roubini ThoughtLabの	
モデルおよび分析
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図表 8:デジタル決済の成熟度
のあらゆるレベルの企業は、
今後3年以内に自社の業務プ
ロセスにおけるデジタルテク 
ノロジーの水準が向上すると
予想しています。

出典:Roubini ThoughLab 
企業アンケート



デジタルで受け取る入金の比率（金額）

デジタルで支払う出金の比率（金額）

中企業から超大企業小規模企業

中企業から超大企業小規模企業

物理的決済

デジタル決済

すべてのステークホルダーが上位10%
のユーザーのように行動した場合、
バンコクはどのような恩恵を受けるか？

バンコクの企業は入金全体の
43%超をデジタルで受け取っている。

基本想定の税収に対し
年間6%の増収

年間20億ドル

成人一人当たり年間17ドル
年間1億3,400万ドル

年間売上高100万ドルにつき
純便益10,862ドル

年間20億ドル

2017年から2032年に
年間34ベーシスポイント増加

2017年から2032年に
年複利成長率0.2%上昇

2032年までに35,500人の
新規雇用を下支え

2017年から2032年に
年複利成長率0.2%上昇

デジタル移行中

政府

企業

消費者

バンコク

潜在的な年間累積利益

今後15年間に予想される二次的な影響

雇用の増加

生産性

GDP成長率

賃金

バンコクの企業の間では
デジタル決済が一般的である。 

達成可能なキャッシュレスの影響現在のバンコクのデジタル決済の利用

物理的決済
デジタル決済

出典:Roubini ThoughtLab企業アンケート。Roubini ThoughtLabの分析およびNiGEMモデル 

注意:Roubini ThoughtLabの企業アンケート、Roubini ThoughtLabの分析およびNiGEM
モデル。企業の規模は従業員数に基づく。小規模企業:従業員20人未満、
中企業:従業員20人～50人。大企業:従業員50人～250人。
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手元に現金が数日間ないことによる代償は、小規模企
業は社員や納入業者に毎週末現金で支払うことがある
「現金中心」都市において明白であるばかりでなく、手
元にある資金につく利息を得られないという点で、全企
業に影響します。

弊社のモデルは、企業のフロート費用が「デジタル先進」
都市で平均300万ドル近く、「デジタル移行中」都市で平
均50万ドルと、様 で々あることを示しました。これは、デジ
タル決済の安全を維持しながら（PCIに準拠した端末の
維持費用など）顧客エクスペリエンスを改善するための
継続的投資に関連する費用に加えて発生するものです。
業界は遅延を減らすためにこうした状況を改善してより
優れた取引管理を開発していますが、これが依然として
企業の懸念事項であることに変わりはありません。

デジタル決済に移行する企業の直接的な節減額は、
手数料やフロート費用の増額を埋め合わせて余りあり
ます。企業が物理的マネーを受け取ると、この処理、保
管、管理、輸送に関連して様 な々費用が発生します。企
業は社員の窃盗、現金の取扱いミス、偽造小切手、こ	
うした損失を最小限にとどめるために必要な高価な対
策による損失を被っています。詳細を分析すると、企業が
現金や小切手を受け入れるコストはデジタル決済のコス
トを上回ります。弊社の研究で対象となった100都市全
体において、企業が物理的マネーを受け入れるコストは	
1ドルの収入に対して約7セントであるのに対し、デジタル
による収入1ドルにかかるコストは5セントであり、28%低
いことが判明しました。

3.2.2 企業の人件費節減

企業はまた、入金、出金、そして小売業の場合はPOS取
引など、様 な々書類に基づく取引を社員が処理する時間
に対して過大な金額を支払っています。現金と小切手の
取引の場合、こうした作業には現金の勘定や照合、現金
出納帳の作成および記入、預金の作成、銀行との物理
的マネーの輸送、セキュリティの監視、書面による請求書
の処理および照合などが含まれます。

デジタル決済でも社員の時間に対する一定の投資は必
要ですが（新規ソフトウェアシステムの習得、カード署名
票の作成、カード照合の処理、人員の訓練およびカード
不正調査への対処など）、マーチャントは通常、物理的
マネーを管理するよりも短い時間でこうしたタスクを処
理することができます。弊社の調査は、デジタル決済は
各カテゴリーで多額の人件費を節約できることを示して
います（図表10を参照）:



すべてのステークホルダーが上位10%の
ユーザーのように行動した場合、サン
パウロはどのような恩恵を受けるか？

サンパウロの小規模企業から大企業
まで、デジタル決済の受け入れから
大きな利益を得ている

基本想定の税収に対し
年間4%の増収

年間30億ドル

成人一人当たり年間72ドル
年間10億ドル

年間売上高100万ドルにつき
純便益13,199ドル

年間70億ドル

2017年から2032年に
年間23ベーシスポイント増加

2017年から2032年に
年複利成長率1.1%上昇

2032年までに105,900人の
新規雇用を下支え

2017年から2032年に
年複利成長率0.2%上昇

デジタル成熟過程

政府

企業

消費者

サンパウロ

雇用の増加

生産性

GDP成長率

賃金

サンパウロの企業はデジタルプラットフォームへの移行を進め
ており、デジタル決済の採用から大きな恩恵を受けている。 

達成可能なキャッシュレスの影響現在のサンパウロのデジタル決済の利用

出典:Roubini ThoughtLab企業アンケート。Roubini ThoughtLabの分析およびNiGEMモデル

注意:企業の規模は従業員数に基づく。小規模企業:従業員20人未満、中企業:従
業員20人～50人。大企業:従業員50人～250人。

デジタル決済に移行する際の事業カテゴリー
全体の売上高の平均増加率（%）
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デジタルチャネルを通した
月間平均売上高

今から3年後の
予想売上高

現在の売上高
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サンパウロでは、企業は過去1年に現金の
使用が減少したと報告した。このトレンド
の一因は、デジタルプラットフォームを
通した売上高の増加である可能性がある。
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入金。 

弊社の調査は、企業が節約できる時間が累積することを
示しました。こうした時間の削減は、100都市全体で平均
1億9,700万ドル近くになります。例えば、シカゴのような
都市では、デジタル決済の利用拡大により企業は年間
1,900万時間近くを節減することが可能であり、これを人
件費に換算すると5億2,200万ドルを超えます。 

出金。 

調査は、より自動化されたアプローチを採用する企業は、
ほとんど自動化していないまたはまったく自動化していな
い企業と比べて社員一人当たり3倍以上の請求書を処理
することができることを示しています38。デジタルテクノロ
ジーの普及が進むと、弊社の分析対象の100都市全体に
おいて平均して社員一人当たり約2.5時間を節約すること
ができます。各地の賃金水準において、企業は平均して
年間1億1,900万ドル近くを節約できることになります。

POS取引。 

デジタル手段、とりわけ平均12.5秒（現金取引の3分の1を
やや超える時間）で取引を完了できる非接触型カードや
モバイルに移行すると39、小売業はかなり多くの時間を節
約することができます。100都市を平均すると、1,000万時
間を超え、賃金に換算して1億400万ドル近くになります。 

3.2.3 企業の売上高増加

消費者はしばしば多額の現金を持ち歩くことを躊躇し
ますが、デジタル決済を利用すれば多額の資金にアク
セスすることができます。その結果、消費者が販売場所
（POS）で十分な現金を持っていないために高価な商品
を購入できないことがあります。そうした場合、デジタル
決済を採用している企業であれば、こうした取引機会を
逃すことはありません。企業はデジタル決済を採用する
ことで、Eコマース（電子商取引）を通じて地域の市場以
外の顧客にも製品を販売することができます。

弊社の調査で明らかになったように、企業がデジタル決
済を採用すると売上高は平均17%増加します。一般に、
企業の規模が大きいほど、デジタル決済への転換によ
る増収幅は大きくなります。例えば、弊社のアンケートで
は、最大規模の企業はデジタル決済の利用により売上
高が22%増加したと回答し、零細企業は売上高が17%増

図表 10:あらゆる企業が労働
時間の節約から恩恵を受ける
可能性があるものの、最も利
益を受けるのはデジタルが成
熟しつつある「デジタル先進」
都市や「デジタルリーダー」都
市であると思われます。 
出典:Roubini ThoughtLabの	
モデルおよび分析

基本予想の平均
労働時間（時間数）

達成可能なキャッ
シュレスシナリオ
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（時間数）

時間節約の平
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$935
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デジタル
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加したと回答しています。デジタル決済から得られる恩	
恵は企業により様 で々すが、その恩恵が大きいことは明	
らかであり、それは売上げだけではありません。デジタル	
決済は企業に詳細なデータも提供するため、企業は顧	
客基盤に対する理解を深め、製品の効率的なマーケ	
ティング、ロイヤルティプログラムの構築、ターゲットを	
絞ったインセンティブの創設などに役立てることができ
ます。 

企業がデジタルへの移行の各段階を経るにつれ、収益
の増加ペースは加速します。例えば、デジタル革命の初
期段階にある場合、売上高は7%増加しますが、デジタ
ルが極めて進展した段階では売上高は24%増加します
（図表11を参照）。

図表 11:現在デジタル統合が
最低水準にある企業でも、売
上高が大幅に増加する可能性
があります。
出典:Roubini ThoughLab 
企業アンケート
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3.3 政府 

政府も、デジタル決済への移行から直接的な恩恵を受
ける立場にあります。デジタル決済が広範に普及するこ
とにより、犯罪が減少し、事務作業の処理、公共交通機
関や有料道路の運営、刑事司法の執行に関連する費用
を削減することができます。それと同様に重要なことは、	
現金から転換することにより、以下の2つの方法で税収
が増加することです。

•	  デジタル決済によって生み出される企業の売上
高増加

•	  非公式経済が縮小することによる税基盤の拡大

デジタル決済の利用を拡大することで、政府は平均し
て年間7億1,000万ドル近くの事務費用を節減することが
できます。また、犯罪の減少により、平均して年間5,300
万ドルを節減できる可能性があります。一方で、税収
が増加する可能性は平均して年間5億3,400万ドルです。 

企業への影響と同じように、都市が「現金中心」から「デ
ジタル移行中」に移行すると、政府が受ける可能性があ
る恩恵は大きくなり、都市のデジタル決済の成熟度カー
ブが進むにつれて、その恩恵はやや小さくなります（図
表12を参照）。これは特に税収の増加について言えるこ
とであり、都市が非公式経済の大部分をシステムに最
初に取り入れる時に増収は最大になります。 

3.3.1 政府の事務費用の減少

政府がデジタル決済への移行を考え始める時、費用は
重要な検討事項です。デジタル決済を広く普及させる
ためには、不可欠なインフラ（電力、インターネット）、	
適切なテクノロジーの利用可能性、一定の水準の消費
者の認識など、基礎的な要素が必要になります。政府
は必ずしもこれらの費用を負担する必要はありません。
民間セクターのイノベーションにより、多くの場合こうし
たサービスを提供する公的費用を削減したり、さらには
排除したりすることができます40。 

図表 12:100都市の政府がデ
ジタル決済の利用を拡大し
た場合、費用の減少と税収増
から恩恵を受ける可能があり
ます。 
出典:Roubini ThoughtLabの	
モデルおよび分析
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しかし、政府はデジタル決済を受け入れるために以下
のようなコストを負担することになります。 

•	  受け入れ機関での端末やその他のインフラ整備

•	  リアルタイムで支払いの受領や分配を追跡する	
ITシステムのアップグレード 

•	  実施する機関や公務員がデジタル決済のシステ
ム要件に習熟するための研修

今回の研究は、数値化に信憑性がある限り、政府の純便
益の推定値にできるだけ多くのこうした直接費用を含め
ています。その結果、政府にとって、デジタル決済の恩
恵は費用を上回ることがわかりました。デジタル決済に
より、政府は透明性を高め、財政規律を強化し、不正行
為を最小限にとどめることができます。政府は行政プロ
セスを合理化し、書類による作業を削減し、生産性を高
めることができます。これには、公務員の給与、福利厚
生、年金の支払、納入業者や請負業者への支払、駐	
車違反の罰金から免許や許可など、すべての税金およ
び手数料の受領が含まれます。調査によると、デジタル
決済の利用拡大により、大幅な費用削減を見込むことが
できます41。デジタル取引により、全レベルの政府間で、
統合や情報の共有も進みます。こうした費用削減42は、
以下のような多様な分野から発生します。 

•	  移動時間の大幅な短縮（ 小口現金の回収および
預入）

•	  照合に費やす時間の短縮 

•	  経理や照合作業のミスから生じる費用の削減

•	  盗難や漏洩のリスクの低減

またデジタル決済は、地方公共団体が運営する交通機
関や有料道路に関連する費用も大幅に削減する可能性
があります。調査によると、交通機関は物理的マネー1ド
ルの回収に対し、平均14.5セントを費やしています。これ
に対し、デジタルマネーの場合はわずか4.2セントにすぎ
ません43。同様に有料道路の場合、 デジタル決済を処	
理する費用は6.4セントであり、物理的マネーの場合の
12.2セントの約半分です44。
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個 の々都市のデジタル成熟度、現行の賃金、交通機
関網や有料道路網の規模などの要因により、潜在的
な費用削減額は弊社のモデルとした100都市間で大
きく異なります。それにも関わらず、どの場合も潜在
的に多額の費用を削減できます。弊社の調査による
と、政府の平均的な直接費用の削減額は年間約7億
1,000万ドルです。「デジタル先進」都市の政府は、デ
ジタル決済の採用により、最も恩恵を受ける立場にあり、	
その額は平均してほぼ13億ドルです。

3.3.2 政府の犯罪対策費用の減少

Naval Postgraduate School経済学部のJonathan Lipow教
授は、「公共の安全と国家の安全保障の観点から、世界
はできるだけ早くキャッシュレス社会に移行するべきで
ある」とで述べています45。2015年にフランスでシャル	
リー・エブド襲撃事件が起きた後、フランスのミシェル・サ
パン財務相は、「フランス経済における現金の使用と匿
名性と戦うために」1,000ユーロを超える現金の決済を	
禁止する必要があるだろうと述べました46。

市民の保護は政府が現金を廃止する十分な動機である
と同時に、政府は犯罪の減少によって費用が減少するこ
とも認識しています。政府の支出には、犯罪の捜査、犯
罪者の起訴、収監に関連する費用が含まれます。米国に
おける強盗およびその他の現金に関連する犯罪の刑事
司法費用は、犯罪者一人当たり7,750ドルと推定されて
います47。

犯罪に関連する消費者の負担と同様、政府への影響は
犯罪率、現地でかかる費用、賃金、都市の規模により
異なります。「デジタルリーダー」カテゴリーの都市は、
犯罪の減少から最大の恩恵を受け、平均して年間1億
9,000万ドル近くを節減できる可能性があります（図表	
13を参照）。

図表 13:様々なデジタル決済
の成熟度の都市の政府では刑
事司法費用が減少する可能性
があります 
出典:Roubini ThoughtLabの	
モデルおよび分析
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3.3.3 政府の税収の増加

今回の研究において、政府がデジタル決済への移行が
もたらす主な利益は税収の増加であることがわかりま	
した。デジタル決済により、取引は追跡可能になり、徴
税が可能になるため、都市の非公式経済の規模は縮小
します。以前の調査では、デジタル決済は非公式経済の
規模を縮小するうえで重要な役割を果たすことが示唆さ
れています48。これは、単純な税回避による税収漏れを
限定的にするだけでなく、犯罪や汚職も減少させます。 

デジタル決済は地元企業の売上高を増加させ、GDPの
成長にも貢献し、いずれも都市の税基盤、ひいては政府
の税収を増加させます。弊社の分析対象の全100都市
全体で、税収の増加は平均して約5億3,400万ドルにな
ると思われ、その規模は「現金中心」都市の現在の国の
税収の4%から、「デジタルリーダー」都市の同1%近くま
で多岐にわたります（図表14を参照）。 図表 14:政府に税収増をもた

らす最大の要因は、税基盤の
拡大です。 
出典:Roubini ThoughtLabの	
モデルおよび分析
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4.二次的な影響
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デジタル決済によって、生産性が向上し、さらなる
事業活動を生み出し、雇用が増え、さらには税収
が増えるため、地域経済は活性化します。デジタ
ル決済の利用を拡大する都市で犯罪が減少し、
住みやすくなると、それまで以上に企業、人材、旅
行者が集まるようになります。 

現金への依存が強い都市では、デジタル決済への移行
（特にモバイル手段）によって金融サービスにアクセス
できる個人が増え、金融包摂の促進に寄与することが
できます。過去の調査は、これにより生産性が高まり、
投資が増加する結果、この状況が続けば2025年までに
GDPが平均6%増加する可能性があると示唆しています50。 

 その増加分の3分の2近くはデジタル決済の利用拡大に
よる生産性の向上、3分の1は金融包摂の普及によって
生まれた投資の増加によるものです。

主に生産性の水準が高いことにより、経済的に発展して
いる都市ではキャッシュレス経済への移行の二次的な影
響がさらに大きくなる可能性があります。例えば、Korea 
Economic Research InstituteのエコノミストSeong-Hoon 
Kim氏は、韓国が完全にデジタル決済にした場合、経済
成長は年間1.2%高まると考えています。Kim氏はデジタ
ル化によって、経済にはその他のノックオン効果がある

とみています。「キャッシュレス社会によって、低成長と
低インフレに対処できるかもしれません」51。

今回の研究は、都市がデジタル決済の採用を増加させ
た時に現れる二次的な影響を数値化しています。次の
章で取り上げているように、デジタル決済は決済関連の
業務に費やす時間を大幅に短縮することによって、直接
消費者、企業、政府の生産性を高めます。弊社はNiGEM
モデルを使用し、このような生産性の上昇がどの程度の
二次的な影響（GDP成長率、賃金、生産性、雇用）に相当
するかを評価しました。弊社の調査によると、都市が「現
金中心」から「デジタル成熟過程」、「デジタルリーダー」
へと進化していく過程で二次的な影響が強まります。弊
社は2017年-2032年の15年の期間について、こうした影
響を評価しました。 

4.1 GDP成長率

弊社は、都市がデジタル決済カーブを上り、デジタル
決済を行わない場合に達成できることを超えるにつ
れ、GDP成長率は一貫して押し上げられることを発見し
ました。具体的には、全都市の年率平均GDP成長率は

都市がデジタル決済の利用を拡大	
するにつれ、そのポジティブな影響は	
消費者、企業、政府が直接受ける純便益	
にとどまりません。デジタル決済への	
シフトには、都市全体の経済パフォー	
マンス（GDP成長率、新規雇用49、賃金	
上昇、生産性の向上）、競争力、住み	
やすさへの二次的な影響もあります。
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20ベーシスポイント近く増加する可能性があります。	
この影響は「現金中心」都市の平均19ベーシスポイント
から「デジタルリーダー」の27ベーシスポイントまで、様々
です。つまり、15年間の1都市当たりのGDPを合計すると、	
平均1,190億ドル増加します。「現金中心」都市ではGDP
が合計して平均540億ドル増加し、「デジタルリーダー」
都市では1,980億ドル増加する可能性があります。

4.2 雇用の増加

デジタル決済への移行により、どの都市でも雇用成長
を刺激するでしょう。最大の影響は、デジタル決済の成
熟度の初期段階に起こると思われます。企業がデジタ
ル成熟度カーブを上るにつれ、生産性が上昇し、雇用の
伸びは緩やかになります。2032年までに、デジタル決済
の利用拡大は、100都市全体で平均45,000人の新規雇
用を生み出す原因になると予想されています。この潜在
的な影響は、「デジタルリーダー」都市の平均13,000人
超の雇用から、「現金中心」都市の9万1,000人近くまで、
多様です（図表15を参照）。

4.3 生産性および賃金の上昇 

デジタル決済へ移行する結果生まれる公的セクターおよ	
び民間セクターにおける時間の節約により、労働生産性	
および賃金が押し上げられる可能性があります。この研	
究は、100都市全体でデジタル決済への移行により、	
2017-2032年の期間の生産性の年複利成長率（CAGR）は	
2.5%になると推定しています。これは、同期間に2.36%と推
定される基本予想を0.14%上回ります。達成可能なキャッ	
シュレスシナリオにおける「現金中心」都市のCAGRは平均
2.6%（基本シナリオは2.5%の成長）、「デジタルリーダー」
都市の平均CAGRは2.1%となり、基本予想を0.3%近く上回
ります。同様に、デジタル決済への移行により、今後15年
間の平均賃金は基本予想の平均3.1%から0.2%近く上	
昇し、3.3%となります。 

図表 15:デジタル決済の利用
拡大は、全100都市の雇用を 
下支えすると予想されます。 
出典:Roubini ThoughtLabの	
分析およびNiGEMモデル
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5.障壁と	
アクション・ロードマップ
都市がここから発展する余地、	
障害となりうる要因
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しかし、デジタル決済の利益やスマートシティを実現す
る役割にもかかわらず、デジタル決済の採用には障壁
があります。都市が現金に依存しない将来へと向かうに
つれ、こうした障壁を認識し、管理する必要があります。 

•	 不十分なデジタルインフラ。信頼できる電力イン
フラ、発展途上にあるインターネット接続、コン	
ピューターやスマート機器の低所有率はいずれも現	
金に依存しない経済に向けての進展の妨げとな	
ります。そうした広範にわたるインフラギャップに	
より、消費者のデジタル決済の利用や、小売店舗
におけるデジタルPOS端末の普及が進まないこと
があります。例えば、新興市場の小規模企業は多
くの場合、端末への投資を躊躇します。Visaおよび
GDI Dalbergの2016年のレポートでは、ナイジェリア
の状況について、「販売場所でデバイスが突然オ	
フラインになり、取引を完了できない、あるいは消
費者のアカウントに請求できないため、マーチャン
トのアカウントに入金されない。こうした経験によ
り、マーチャントと顧客の両方でデジタル決済へ	
の信頼は低下している」と説明されています52。 

•	 デジタル決済の採用コストは現金より高いとの
誤解。マーチャント、時には政府は、コストの認識
が原因となって、デジタル決済の利用に消極的に
なることがあります。デジタル決済とは異なり、現
金を受け入れる際の明示的な費用はありません。	
しかし、本調査が立証しているように、マーチャン
トが現金を取り扱う時には実際にいくつかの費用
が発生しています。これらの費用はマーチャント
に対する一括した手数料として表面に現れない
ため、おそらくデジタル決済が現金よりもコスト
がかかるとのマーチャントによる誤解につながっ
ていると思われます。

•	 デジタル決済商品へアクセス不足。発展途上にあ
る銀行や決済システムも、デジタル決済の利用
を妨げる直接的な原因となりえます。過去の調査
では、世界で20億人、中小企業2億社以上が、利
用できる商品が限られている、事務手続が面	
倒である、初期費用が高いなどのいくつかの理由
により十分な金融サービスを利用できていないと
推定されています53。こうした人 の々比率は特に

キャッシュレスシティになるための障壁 
本調査は、デジタル決済に移行した場合の
消費者、企業、政府にとっての利益を明確に
示しています。そのような変革により、居住
者は時間の節約、生活の質の向上などから
大きな利益を受け、企業はコストを削減し、	
売上高を伸ばすことができ、政府は費用を
削減し、税収を増加させることができます。
そして、すべてのステークホルダーは経済
成長、生産性、賃金、雇用の増加という恩恵
を受けます。 
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新興諸国で高く、大人の約54%が銀行口座を利
用していません54。多くの先進国でさえ、一定比
率の消費者は金融制度から除外されています。
米国連邦預金公社（FDIC）が2015年に実施した全
国調査によると、米国の人口の7%が銀行口座を
所有していません55。 

•	 セキュリティ、リスク、プライバシーへの懸念。消費
者の中には、なりすましやプライバシーの侵害など
を懸念して、デジタル決済の利用をためらう人もい
ます。例えば、最近のGallup社の世論調査によると、
アメリカ人の3分の2近くはサイバー上のハッキング
を懸念しており、この数値は押し入り強盗（45%）、
テロ（28%）、殺人（18%）よりも高くなっています56。  
 
プライバシーの侵害も、匿名性を好む消費者や企
業にとって障害となっている可能性があります。明
らかに、税回避を目的とする非公式経済、特に犯罪
絡みの取引おいて、匿名性は重要な点となってい
ます。いくつかの都市では、帳簿外の取引が経済
の大部分を占めています。例えばラゴスでは、そう
した帳簿外の取引は全体の63%に上ると推定され
ています57。 

 
法律を遵守する消費者はプライバシーも懸念して
います。一部の消費者は、本人の同意なく、個人情
報が第三者と共有され、最終的に濫用される恐れ
があることに神経を尖らせています。 

•	 文化や習慣的な現金へのこだわり。ファイナン	
シャル・リテラシー（金融知力）の普及率が低いこ
とに加え、新しいテクノロジーに対する個人の受け	
入れ姿勢は様 で々あるため、これがデジタル決	
済の採用に大きな影響を与えることがあります。	
請求書の支払に小切手を使用する習慣、財布	
に現金が入っている安心感、現金と特定の文化	
や宗教的な行動とのつながり、などの文化的な	
要因もデジタル決済の採用に影響を与えるかも	
しれません。さらに、消費者の一部は現金の方が
個人的なお金を管理しやすいと考えている場合	
があります。中小企業も、デジタルソリューション	
の利益や、それを最大限活用する方法を完全に	
理解していない場合があります。 

アクション・ロードマップ –  
これからできること58 

こうした大きな障壁は対処が不可能というわけではな
く、世界中の都市はそれを克服するために積極的に取
り組んでいます。デジタル決済の採用を大きく進展させ
た都市を見ると、いくつかの共通点が見えてきます。	
以下はその例です:

•	 すべてのステークホルダー（消費者、企業、政
府、決済サービスプロバイダー59）が行動しなけれ
ばならない。

•	 様 な々取り組みを積み重ねることで、ポジティブ
な影響が増幅される可能性が高い。 

•	 取り組みが最大の成果を上げるためには、都市
のデジタル成熟度の現在の段階に合わせなけれ
ばならない。

これを念頭に置き、弊社はアクション・ロードマップを作
成しました。各ステークホルダーグループは本拠地とす
る都市でデジタル決済の採用を加速させるためにこれ
を実行することができます。それぞれの取り組みは、デ
ジタル決済の利用の5つの障壁の少なくとも1つへの対
応策を提案しています。こうした取り組みは絶対的なも
のではなく、デジタル決済の利益を実現しようとするス
テークホルダーに全体的な指針を示すものです。 
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大きな影響:遅滞なく実施でき、デジタル決済
の利用が大幅に増加すると予想される

小さな影響:市場はすでに積極的に
実施しているか、実施の体制が整っ
ていない

中程度の影響:実施に多少時間がかかる
可能性があり、デジタル決済の利用がや
や増加すると予想される

検討すべき行動:
国家の政府
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単一で安全なオンラインデジタルプラット
フォームを開発し、政府への/政府からの
あらゆる支払のハブとして機能させる

摩擦がなく安全で消費者が使いやすいデジタ
ル決済を政府機関で採用する

銀行カードを持たない層に公的な手当などの
安全なデジタル決済を提供する

リスク管理に対する革新的なアプローチを支
援する

効率的な人道支援資金のため、安全なデジタ
ル決済を提供する

税優遇や補助金など、利用（消費者）と受け
入れ（マーチャント）の両方のデジタル決済
の利用の加速を目指す政策を実施する。

現金取引額に制限を実施する

マーチャントがデジタル決済を受け入れるにあたっ
て法律上の障害がある場合、その撤廃を検討する

安全で効率的な電子決済の採用を加速する受
け入れ開発基金を支援する

デジタル決済の利用を増加させるため、官民
パートナーシップの機会を検討する（財務会
計能力の普及、インフラ投資など）

高額紙幣の流通を廃止するなど、適切な廃貨
を検討する

テクノロジーやイノベーションに関する戦略
を策定し、安全なデジタル決済をその重要な
要素とする

新しい決済テクノロジーの拡大を重視する
イノベーションを刺激する奨励金を実施する

デジタル決済ソリューションをサポートで
きる画期的なテクノロジーを活用する都市
を支援する
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検討すべき実施要請: 
都市などの地方公共団体

参照: 文化や習慣的な
現金へのこだわり

セキュリティ、リスク、
プライバシーへの懸念

デジタル決済を受け
入れるコストは現金
より高いとの誤解

不十分なデジタル
インフラ

デジタル決済商品への
アクセス不足

16

17

19

20

18

22

23

21

26

24

25

27

28

29

30

31

デジタル
移行中現金中心

デジタル
成熟過程

デジタル
先進

デジタル
リーダー 文化セキュリティ費用 アクセスインフラ

デジタル成熟度の段階 障壁

明確でイノベーションに有利な規制ネット
ワークを推進する

イノベーションに積極的な金融消費者保護
ネットワークを設立する

零細企業による安全なデジタル決済の利用
をサポートする

新規参入企業が既存の業界標準を満たすこと
を確認する

すべての金融機関が公正に競争できる市場
を育成する

業界最高のプライバシー保護基準を支援する

信頼性の高い安全な接続を確立し、デジタル
取引を円滑にする

業界と協働し、金融包摂を強化する国家戦略を
策定する

対象者を絞った財務会計能力の啓蒙に取り組む

革新的な企業、その他の都市/地域、研究機関
と連携し、デジタル決済をサポートできる画
期的なテクノロジーを都市に取り入れる

デジタル決済を主な要素として含む「スマート
シティ」または同様の戦略を策定し、実施する

あらゆる交通網に安全で開ループ制御の決済
システムを導入する

開ループ制御の交通決済アカウントで頻繁な
乗車に報奨を提供する

便利で安全なオンラインポータルを提供し、
乗客が支払った金額や利用期状況を追跡でき
るようにする

国境を超える取引の規制障壁を合理的
に撤廃する

すべてのステークホルダーにとって価値を創造
する安全なデジタル決済に移行するベストプラ
クティスを共有する
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キャッシュレスシティ:デジタル決済の恩恵を実現する 46

大きな影響:遅滞なく実施でき、デジタル
決済の利用が大幅に増加すると予想される

小さな影響:市場はすでに積極的に
実施しているか、実施の体制が
整っていない

中程度の影響:実施に多少時間がかかる
可能性があり、デジタル決済の利用が
やや増加すると予想される

参照:

32

33

35

34

37

38

36

安全なデジタルのみの料金徴収を実施する

駐車料金のメーター、カフェなどの公共の場
所で少額取引のデジタル決済を奨励し、利用
可能にする

税優遇や補助金など、利用（消費者）と受け
入れ（マーチャント）の両方のデジタル決済
の利用の加速を目指す政策を実施する

政府への/政府からの非デジタルの支払い
を段階的に廃止する

単一で安全なオンラインデジタルプラット
フォームを開発し、政府への/政府からの
あらゆる支払いのハブとして機能させる

摩擦がなく安全で消費者が使いやすいデジタ
ル決済を政府機関で採用する

銀行カードを持たない層に公的な手当など
の安全なデジタル決済を提供する

対象者を絞った財務会計能力の啓蒙に取り組む

広く使用され、安全で、消費者が希望する
デジタル決済手段を受け入れる

店舗で受け入れる各種決済手段を明記する

摩擦がなく安全なデジタル決済テクノロ
ジーを採用する

デジタル決済を利用する顧客のため、
現金を扱わないレジを検討する

使用する支払いのタイプにかかわらず、
顧客に同一価格を請求する

対顧客業務の担当者にデジタル決済テクノ
ロジーおよびセキュリティのベストプラク
ティスについて教育する

従業員および納入業者に電子的に支払う

41

42

43

44

39

40

46

デジタル
移行中

現金
中心

デジタル
成熟過程

デジタル
先進

デジタル
リーダー 文化セキュリティ費用 アクセスインフラ

45

検討すべき実施要請:
マーチャント

デジタル成熟度の段階 障壁
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検討すべき実施要請:

消費者

参照: 文化や習慣的な
現金へのこだわり

セキュリティ、リスク、
プライバシーへの懸念

デジタル決済を受け入れる
コストは現金より高い
との誤解

不十分なデジタル
インフラ

デジタル決済商品
へのアクセス不足

デジタル
移行中

現金
中心

デジタル
成熟過程

デジタル
先進

デジタル
リーダー 文化セキュリティ費用 アクセスインフラ

金融機関と正式に契約し、安全なデジタル決済アカ
ウントを開設する

デジタル決済アカウントを使用し、定期的な取引
に可能な限り自動支払いを設定する

取引アラートなど、金融機関が提供するセキュリ
ティサービスをオプトインすることにより、不正
取引の防止に役立てる

消費者のインタレストグループに参加し、業界の
意思決定者や政策立案者に偏りのない、情報に基
づいた推奨事項を提案する 

機会があれば決済商品に関する希望を金融機関や
マーチャントに伝える

47

48

49

50

51

検討すべき実施要請:

デジタル決済サービスプロバイダー

デジタル商品をカスタム化し、要求の高い顧客の
ニーズに応える

低価格のデジタル取引の受け入れおよび使用を
サポートするソリューションを開発する 

適用される法律および規制をすべて遵守しつつ、
Know Your Customer（顧客を知る）プロセスを改善
し、新規の見込み客の負担を軽減する

対象者を絞った財務会計能力の啓蒙に取り組む

デジタル決済を受け入れることによる保護と決済の
確実性について、マーチャントを教育する

消費者が迅速かつ自信をもって不正に対処できる
プロセスを実施する

取引リスクにふさわしいセキュリティを提供する
決済受け入れテクノロジーを実装する 

製品開発において、セキュリティ基準を優先する

消費者、マーチャント、その他のステークホルダー
に製品の改良を提案する 

業界の垣根を超えたコラボレーションの機会を模索
する

52

53

54

56

57

58

59

60

61

55

デジタル成熟度の段階 障壁
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6.結論
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しかし、現実のスマートシティが真に可能になったの
はここ20年程のことです。高速ブロードバンド、公共の
Wi-Fi、モノのインターネットが普及し、デジタルに関する	
積極的な政策アジェンダが議論されるようになったこと	
から、スマートシティを目指す動きは一層強まっていま
す。ニューヨーク、マニラ、カサブランカ、オスロなど世界
各地の都市は、デジタル決済テクノロジーをはじめとす
る、スマートシティの要素を採用しています62。こうした
各地方の計画は政府による無数の投資によって支えら
れています。例えば、米国政府のスマートシティ構想で
は、全米70都市に800億ドル以上が拠出されています63。	
一方、インド政府はスマートシティ計画に75億ドル（推
定）を配分しています64。

この研究は、都市は堅牢なデジタル決済システムも整備
しなくては潜在性を完全に発揮できないことを裏付けて
います。デジタル決済、それを支援する政策と業界の措
置が揃った時、都市部の消費者は銀行取引、交通機関、

小売店舗で待ち時間を短縮することができ、コストの高
い小切手の換金を減らし、金融取引に関連する費用の総
額を抑えることができます。都市の企業がキャッシュレス
に移行すると、労働効率が高まり、直接費用が減少する
だけでなく、売上高も増加します。 

さらに、政府は取引費用を削減し、主に経済成長と非公
式経済の縮小により、税収が増加します。キャッシュレスへ
の移行の二次的な影響により、都市の住民の資産は増加
し、全般的な生活の質が向上するほか、旅行者や、その都
市が完全な潜在性を発揮するために必要となる創造力豊
かな人材や革新的な企業にとっての魅力が高まります。

一つ一つの都市の現況は異なるため、将来のキャッシュ
レス社会への道のりもそれぞれ異なるとはいえ、この研
究は、現在のデジタル成熟度や個別の状況の特異性に
もかかわらず、世界中の消費者、企業、政府はデジタル
決済の利用拡大から恩恵を受けることを示しています。

スマートシティへの動向の背後にあるアイ	
デアは今に始まったことではありません。	
1968年、（テーマパークではなく現実の町	
を意図した）米国フロリダ州のエプコット	
の初版パンフレットには、ディズニー	
のビジョンは「（購入時に）銀行口座から	
直接引き落として小切手/現金を使用	
しない社会60」や「（購入時点の）オンライン	
のリモート端末が取引を処理し、クレジット
カードを交通費や娯楽にも使用でき	
るようにする61」ことでした。



7.100都市への影響に関する
データ
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達成可能なキャッシュレスシナリオに	
おける100都市の純便益および二次的な
利益のデータ。

アクラ ガーナ 現金中心 590.5 3.8% 22.0 139,000 0.01% 0.02%

アルジェ アルジェリア 現金中心 659.2 3.7% 21.6 25,000 0.09% 0.18%

アンマン ヨルダン 現金中心 455.7 3.5% 20.4 9,400 0.07% 0.13%

アムステルダム オランダ デジタル先進 7,642.4 2.2% 10 25,700 0.08% 0.07%

アンカラ トルコ デジタル移行中 2,560.4 3.7% 21.0 17,200 0.14% 0.10%

アスタナ カザフスタン 現金中心 774.7 3.6% 20.8 6,500 0.13% 0.18%

アテネ ギリシャ デジタル移行中 3,958.5 4.3% 16.3 10,400 0.13% 0.17%

オークランド ニュージーランド デジタルリーダー 1,374.0 2.8% 15.6 5,800 0.14% 0.22%

オースティン 米国 デジタル先進 1,806.7 1.6% 52.4 7,300 0.50% 0.39%

バクー アゼルバイジャン 現金中心 1,949.0 3.6% 18.7 32,700 0.05% 0.07%

バンガロール インド デジタル移行中 1,279.6 2.9% 7.7 48,000 0.03% 0.03%

バンコク タイ デジタル移行中 3,767.2 3.8% 34.0 35,500 0.21% 0.15%

バルセロナ スペイン デジタル先進 2,584.4 1.8% 5.7 14,100 0.03% 0.03%

北京 中国 デジタル成熟過程 11,503.3 2.8% 17.5 142,100 0.13% 0.20%

ベイルート レバノン 現金中心 1,166.3 3.6% 9.4 23,500 -0.02% -0.04%

ベオグラード セルビア デジタル成熟過程 324.3 2.6% 23.1 4,300 0.19% 0.54%

ベルリン ドイツ デジタル先進 3,467.9 1.9% 6.9 16,600 0.05% 0.05%

ボゴタ コロンビア 現金中心 4,256.5 4.0% 8.7 91,400 -0.002% -0.001%

ブラジリア ブラジル デジタル成熟過程 2,103.4 2.4% 27.9 20,000 0.21% 0.32%

ブラチスラバ スロバキア デジタル成熟過程 3,477.9 2.6% 40.9 5,000 0.33% 0.25%

ブリュッセル ベルギー デジタル先進 6,691.6 2.3% 8.8 29,700 0.06% 0.04%

ブカレスト ルーマニア デジタル移行中 1,668.1 3.4% 40.4 6,100 0.37% 0.44%

ブタペスト ハンガリー デジタル成熟過程 2,145.1 3.2% 16.9 14,300 0.13% 0.11%

ブエノスアイレス アルゼンチン 現金中心 12,414.3 4.8% 5.8 80,700 -0.03% -0.06%

カイロ エジプト 現金中心 3,931.8 3.5% 25.7 180,500 0.12% 0.16%

キャンベラ オーストラリア デジタルリーダー 721.3 2.2% 13.6 800 0.12% 0.11%

カラカス ベネズエラ デジタル移行中 3,139.4 3.4% 1.1 38,800 -0.05% -0.08%

カサブランカ モロッコ 現金中心 933.8 3.9% 11.5 35,300 -0.01% -0.02%

チェンナイ インド デジタル移行中 813.2 2.6% 9.8 34,600 0.05% 0.04%

シカゴ 米国 デジタル先進 9,790.7 1.7% 41 16,900 0.40% 0.31%

コロンボ スリランカ デジタル移行中 174.6 2.7% 20.4 5,100 0.13% 0.12%

コペンハーゲン デンマーク デジタルリーダー 4,996.7 2.9% 7.3 8,500 0.06% 0.06%

デリー インド デジタル移行中 2,200.7 3.0% 8.4 21,600 0.04% 0.03%

ダッカ バングラデシュ 現金中心 1,498.0 3.1% 34.9 284,200 0.20% 0.12%

都市

直接的な影響 二次的な影響（2017年-2032年）

国 カテゴリー

全体に及ぶ
純粋な影響
（100	万ドル）	

GDP比
の純粋
な影響
（%）

年間GDP
成長率の
平均増加
幅（bps）

新規雇用
創出数 

生産性の
伸び 賃金増加
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ドーハ カタール デジタル移行中 4,811.7 3.4% 18.5 26,400 0.11% 0.21%

ドバイ アラブ首長国連邦 デジタル成熟過程 2,188.7 3.1% 10.8 18,900 0.08% 0.05%

ダブリン アイルランド デジタル先進 1,533.9 1.8% 17.8 7,200 0.15% 0.15%

ダーバン 南アフリカ デジタル成熟過程 1,324.6 4.9% 12.7 8,500 0.09% 0.20%

フランクフルト ドイツ デジタル先進 4,102.2 1.6% 5.1 15,200 0.03% 0.03%

ハノイ ベトナム 現金中心 580.5 3.3% 36.4 67,000 0.23% 0.21%

ヘルシンキ フィンランド デジタルリーダー 2,658.0 2.9% 8.7 3,900 0.07% 0.07%

香港 香港 デジタル先進 4,621.6 1.5% 4.7 28,700 0.01% 0.01%

イスタンブール トルコ デジタル移行中 7,138.3 3.6% 19.7 40,600 0.54% 0.39%

ジャカルタ インドネシア 現金中心 4,614.0 3.1% 37.4 281,200 0.22% 0.38%

ヨハネスブルク 南アフリカ デジタル成熟過程 3,360.5 4.4% 15.0 19,300 0.11% 0.24%

カラチ パキスタン 現金中心 1,472.2 3.3% 14.3 198,100 0.02% 0.03%

キガリ ルワンダ 現金中心 77.9 3.6% 30.1 53,100 0.06% 0.13%

キングストン ジャマイカ 現金中心 369.4 10.9% 3.1 4,100 -0.03% -0.05%

クアラルンプール マレーシア デジタル成熟過程 3,958.4 2.6% 19.9 92,000 0.16% 0.15%

クウェートシティ クウェート デジタル成熟過程 2,271.3 2.7% 8.1 17,500 0.05% 0.04%

キエフ ウクライナ デジタル移行中 436.1 4.3% 15 18,500 0.09% 0.20%

ラゴス ナイジェリア 現金中心 2,745.9 3.8% 28.0 134,600 0.22% 0.48%

リマ ペルー 現金中心 4,084.7 3.8% 7.1 140,400 -0.06% -0.06%

リスボン ポルトガル デジタル成熟過程 1,314.4 3% 4.6 11,100 -0.02% -0.03%

ロンドン 英国 デジタルリーダー 24,973.8 2.5% 65.4 71,400 0.70% 0.62%

ルアンダ アンゴラ 現金中心 2,312.7 3.7% 28.7 120,800 0.07% 0.15%

マドリード スペイン デジタル先進 4,073 1.8% 8.3 20,500 0.05% 0.07%

マニラ フィリピン 現金中心 4,0.9 3.4% 16.5 114,900 0.03% 0.03%

メキシコシティ メキシコ 現金中心 12,187.9 3.8% 9.2 154,900 0.03% 0.05%

ミンスク ベラルーシ デジタル移行中 896.5 3.5% 14.3 7,200 0.11% 0.21%

モンテレイ メキシコ 現金中心 3,626.5 4.0% 10.8 29,400 0.04% 0.07%

モンテビデオ ウルグアイ デジタル移行中 1,995.7 4.0% 16.3 16,400 0.09% 0.09%

モスクワ ロシア デジタル移行中 8,629.1 3.3% 16.2 24,700 0.13% 0.30%

ムンバイ インド デジタル移行中 2,881.1 2.8% 4.4 61,900 0.001% 0.001%

マスカット オマーン デジタル移行中 687.0 3.1% 11.7 7,800 0.05% 0.09%

ナイロビ ケニア デジタル移行中 674.6 3.3% 38.4 79,400 0.19% 0.41%

ニューヨークシティ 米国 デジタル先進 20,473 1.4% 48.7 183,600 0.38% 0.30%

大阪 日本 デジタル成熟過程 21,271.0 2.9% 31.4 103,800 0.28% 0.09%

達成可能なキャッシュレスシナリオに	
おける100都市の純便益および二次的な
利益のデータ。

都市

直接的な影響 二次的な影響（2017年-2032年）

国 カテゴリー

全体に及ぶ
純粋な影響
（100	万ドル）

GDP比
の純粋
な影響
（%）

年間GDP
成長率の
平均増加
幅（bps）

新規雇用
創出数 

生産性の
伸び 賃金増加
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オスロ ノルウェー デジタル先進 2,360.2 2% 17.6 11,500 0.15% 0.23%

オタワ カナダ デジタルリーダー 1,397.3 2.3% 31.4 3,100 0.30% 0.28%

パナマシティ パナマ 現金中心 1,604.4 4.3% 7.6 22,100 -0.01% -0.02%

パリ フランス デジタル先進 10,623 1.9% 20.8 8,900 0.22% 0.22%

プノンペン カンボジア 現金中心 257.3 3.4% 24.4 15,700 0.11% 0.15%

プラハ チェコ共和国 デジタル成熟過程 1,561.3 2.8% 23.6 8,900 0.20% 0.20%

リヤド サウジアラビア デジタル移行中 6,739.2 3.8% 11.6 40,800 0.08% 0.07%

ローマ イタリア デジタル成熟過程 5,394.4 3.1% 9.2 36,800 0.02% 0.03%

サンクトペテルブルク ロシア デジタル移行中 1,540.8 3.3% 15.3 11,200 0.12% 0.28%

サンフランシスコ 米国 デジタル先進 5,023.1 1.4% 89.3 41,100 0.80% 0.62%

サンホセ コスタリカ デジタル移行中 1,210.4 3.3% 8.0 9,800 0.02% 0.04%

サンフアン プエルトリコ デジタル移行中 2,040.0 2.7% 1.4 13,500 -0.02% -0.04%

サンチアゴ チリ デジタル移行中 3,902.9 3.2% 7.4 23,600 0.04% 0.07%

サントドミンゴ ドミニカ共和国 現金中心 1,315.2 3.7% 16.6 44,900 0.06% 0.03%

サンパウロ ブラジル デジタル成熟過程 11,268.3 3.1% 23.0 105,900 0.20% 1.05%

ソウル 韓国 デジタル先進 7,580.7 2.4% 2.7 47,100 -0.02% -0.01%

上海 中国 デジタル成熟過程 13,448.8 2.8% 9.1 113,600 0.05% 0.07%

深セン 中国 デジタル成熟過程 8,727.8 3.0% 5.2 64,900 0.01% 0.01%

シンガポール シンガポール デジタル先進 5,193.8 1.6% 1.7 5,400 -0.02% -0.01%

ストックホルム スウェーデン デジタルリーダー 4,621.2 2.8% 57 1,700 0.60% 0.73%

シドニー オーストラリア デジタルリーダー 9,255.3 3.0% 13.1 15,300 0.12% 0.11%

台北 台湾 デジタル成熟過程 7,451.5 3.6% 5.4 26,300 0% 0%

テヘラン イラン デジタル成熟過程 1,902.5 3.0% 24.5 23,100 0.21% 0.39%

テルアビブ イスラエル デジタル先進 3,259.1 2.0% 10.8 28,100 0.07% 0.12%

天津 中国 デジタル成熟過程 8,001.4 2.9% 6.7 66,100 0.02% 0.03%

東京 日本 デジタル成熟過程 48,923.9 2.9% 31.0 39,400 0.33% 0.11%

トロント カナダ デジタルリーダー 6,956.4 2.6% 30.2 12,000 0.29% 0.27%

ウランバートル モンゴル デジタル成熟過程 225.3 2.9% 31.8 8,900 0.27% 0.48%

ウィーン オーストリア デジタル先進 3,686.2 2.0% 8 14,600 0.05% 0.06%

ワルシャワ ポーランド デジタル成熟過程 3,715.8 4% 46.4 13,900 0.40% 0.47%

ワシントンDC 米国 デジタル先進 6,231.7 1.4% 45 29,700 0.41% 0.32%

チューリヒ スイス デジタル成熟過程 5,246.6 2.7% 16.4 37,900 0.09% 0.08%

都市

直接的な影響 二次的な影響（2017年-2032年）

国 カテゴリー

全体に及ぶ
純粋な影響
（100	万ドル）

GDP比
の純粋
な影響
（%）

年間GDP
成長率の
平均増加
幅（bps）

新規雇用
創出数 

生産性の
伸び 賃金増加

出典:Roubini ThoughtLabのモデルおよび分析、NiGEMモデル
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